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調査様式をわかりやすいものに改めることにより、地方公共団体の作業負担の軽減を図った。
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地方行革を一層強力に推進するため、平成１７年３月２９日付けで「地方公共団体
における行政改革の推進のための新たな指針」（新地方行革指針）を策定し、事務
事業の再編・整理、民間委託等の推進、定員管理及び給与の適正化、地方公営企
業・地方公社の経営健全化、第三セクターの見直し等行政改革推進上の主要事項
を示すとともに、集中的に改革を進めるため、平成１７年度を起点として概ね平成２
１年度までの具体的な取組を明示した「集中改革プラン」を平成１７年度中に公表す
ることなどについて、各地方公共団体に対して要請した。
そのため、総務省としては、必要な助言等を行うとともに、新地方行革指針に基づく
集中改革プランの公表、改革の推進状況についてのフォローアップを実施し、その
結果を公表するなど、地方行革の推進のための取組を積極的に行っていく必要が
ある。
　なお、総務省として地方行革を強力に推進していくにあたり、きめ細かな対応をで
きるよう十分な組織体制を整える必要がある。

各種会議や通知等において、簡素で効率的な地方行政体制の確立のため、行政改
革の一層の推進に努めるよう全国の地方公共団体に対して要請

地方公共団体の行政改革の取組状況について、適宜、総務省ホームページ等によ
り紹介し、情報提供
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　簡素で効果的・効率的な地方行政体制を確立するためには、各地方公共団体において行
政改革に取り組むことが重要である。
　このため、地方公共団体における行政改革の取組状況を示す各団体の行政改革大綱の
策定状況を主な指標として設定する。
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 行政改革大綱の策定状況

都道府県 47団体 (100%) 47団体 (100%) 47団体 (100%)
政令指定都市 12団体 (100%) 12団体 (100%) 13団体 (100%)
市区町村 3,227団体 (99%) 3,215団体 (99%) 3,106団体 (99%)

地方行革指針通知後の行政改革大綱の見直し及び住民への公表状況

都道府県 47団体 (100%) 47団体 (100%) 47団体 (100%)
政令指定都市 12団体 (100%) 12団体 (100%) 13団体 (100%)
市区町村 2,119団体 (66%) 2,115団体 (66%) 2,214団体 (71%)

※団体数
都道府県 47団体 47団体 47団体
政令指定都市 12団体 12団体 13団体
市区町村 3,234団体 3,223団体 3,142団体
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（課題等の状況）

分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新に関する研究会における地方公共団体の
行政組織運営等に関する意見・議論、地方財政審議会における議論等を踏まえ、政策評価
に活用した。

分権型社会の本格化や少子高齢社会の進展、国・地方を通じた厳しい財
政状況、市町村合併の進展等を踏まえ、地方公共団体には、より簡素で効
率的・効果的な行政体制を整備・確立することが強く求められている。引き
続き地方行革の一層の推進が必要であり、地方公共団体の行革の取組状
況や事例等の情報を積極的に地方公共団体に提供しながら、更なる推進
を図る必要がある。

予

地方公共団体における行政改革の取組状況（平成16年12月総務省発表資料）
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